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第１章 計画改定の基本的事項 

 
第１節 一般廃棄物処理基本計画改定の背景 

 
近年の循環型社会*の実現に向けた我が国の動向は、従来の廃棄物処理中心の施策から、

資源循環*と脱炭素を一体的に推進する方向へと大きく転換しています。 

国においては、循環型社会形成推進基本計画の見直しにより、サーキュラー・エコノミ

ー（循環経済）を国家戦略に位置付け、資源効率性*や循環利用率*の向上など、ライフサ

イクル全体で資源を最適化する取組を強化しています。また、プラスチック資源循環促進

法の施行により、製品設計から廃棄・再資源化まで一連の取組を求めるなど、静脈分野*

にとどまらない包括的な制度構築が進んでいます。 

東京都においては、「東京都資源循環・廃棄物処理計画（令和８（2026）年３月）」にお

いて、資源ロス削減と循環利用の強化、持続可能な資源利用に向けた社会変革の加速、そ

して強靭で安定的な廃棄物処理システムの確保の３つを柱として掲げ、CO2 排出実質ゼロ

にも貢献する持続可能な資源利用に向けた取組をサプライチェーン全体で推進し、サーキ

ュラー・エコノミーへの移行促進を図るとともに、社会課題に的確に対応する資源循環・

廃棄物処理システムの安定的な基盤の確保をめざしていくこととしています。  
これらを踏まえると、今後の循環型社会政策は、「量の削減」に加え、「質の高い循環」

が重要となってきているといえます。また、行政のみならず、事業者や区民の行動変容を

促す仕組みづくりが重要であり、多様な主体の連携による取組の深化が求められています。 

本区においては、こうした動向を踏まえた「港区一般廃棄物処理基本計画（第３次）」

(以下「現行計画」という。)の改定を行い、地域特性に応じた施策を具体化していくこと

が必要です。 
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第２節 計画の位置付け 

 
一般廃棄物処理基本計画とは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処

理法」という。）第６条第１項の規定に基づき、区市町村が長期的･総合的視点に立って、

計画的なごみ処理の推進を図るための基本的な方針として定めるものであり、ごみの排

出の抑制及びごみの発生から最終処分に至るまでの、ごみの適正な処理を進めるために

必要な基本的事項を定めるものです。 

なお、計画の改定に当たっては、国･東京都･東京二十三区清掃一部事務組合の計画、

区が策定する「MINATO ビジョン」、「港区環境基本計画」等と整合を図る必要がありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

港区環境基本計画 

港区一般廃棄物処理基本計画 

・ごみ処理基本計画 

・生活排水処理基本計画 

港区災害廃棄物処理基本方針 

MINATO ビジョン 

港区一般廃棄物処理実施計画 

（単年度計画） 

計画の位置付け 
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第３節 計画見直しの必要性 

 

区では、令和３（2021）年３月に現行計画を策定し、環境に配慮した持続可能な社会

をめざして、循環型社会・脱炭素社会形成への統合的な取組を、区民・事業者とともに

進めてきました。 

この間、国・東京都における法制度や各種計画の見直し等が行われ、また、港区では

現行計画策定時の想定を上回る人口の増加が見られるなど、計画を取り巻く状況は大き

く変化しています。 

国が定める「ごみ処理基本計画策定指針（平成 25（2013）年６月）」によれば、概ね

５年ごとに計画を改定するほか、計画策定の諸条件に大きな変動があった場合には見直

しを行うことが適切であるとしており、令和８（2026）年度は現行計画の中間年度にあ

たることから、必要な見直しを行うものです。 

 

第４節 計画期間 

 
現行計画期間の後期に当たる令和９（2027）年度から令和 14（2032）年度までの６か

年における一般廃棄物処理行政の方向性を示すものとして位置付けます。 
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第２章 港区の資源・ごみを取り巻く現状と今後の見通し 

第１節 現行計画の取組と評価 

  

 現行計画においては、「環境に配慮した持続可能な社会をめざして、循環型社会･低炭素

社会形成への統合的な取組を、区民･事業者とともに推進します」を基本理念として掲げ、

下に示す３つの基本方針に基づき、数値目標を設定したうえで、事業系ごみ*の発生抑制

や食品ロス*の削減など、８つの重点施策を掲げてごみの減量・資源化の取組を実践して

きたところです。 

 ここでは、重点施策の取組の評価、資源・ごみの排出の現状と課題について整理します。 

 

【現行計画における基本理念･基本方針】 

基本理念 環境に配慮した持続可能な社会をめざして、循環型社会・低炭素※社

会形成への統合的な取組を、区民・事業者とともに推進します 

※「低炭素」は「脱炭素」に変更が必要（第３章） 

基本方針 基本方針Ⅰ 区民の参画と協働による３Ｒ*を推進します 

基本方針Ⅱ 事業者の社会的責任に基づく廃棄物の発生抑制と資源

循環を促進します 

基本方針Ⅲ 安全・安心な区民生活を支え続ける適正で効率的な廃棄

物処理を実践します 

 

 

【総排出量実績と目標値】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和７年度は速報値 
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（１）事業系ごみの発生抑制 

 港区内で発生するごみは、その地域特性から半分以上は事業系ごみであり、事業者の自

己処理責任*のもと、発生抑制と適正処理の徹底が重要です。清掃工場に搬入される事業

系ごみである持込ごみ*の量は、新型コロナウイルス感染症の流行前の令和元年度の数値

から減少していますが、事業活動の再開や活性化によって再び増加傾向にあり、事業者へ

の更なる啓発や指導が必要です。また、「港区一般廃棄物処理基本計画（第３次）改定等

に係る基礎調査」（以下「基礎調査」という。）では、事業者から排出される可燃ごみの７

割以上が「紙類」であり、事業系古紙の資源化を一層促進していく必要があります。 

 

【持込ごみ実績と目標値】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【事業者の紙類の処理状況（令和７年度基礎調査アンケート）】  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

※点線内の数値は資源化が想定されている数値です。 

※本図表は、事業者に対して実施したアンケート調査の回答結果を集計したものです。 
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（２）プラスチックの使用抑制と資源循環 

 港区は、平成 20（2008）年 10 月から、プラスチック資源循環促進法施行に先駆けて、

容器包装以外のプラスチックを含めた全てのプラスチックをリサイクルしています。基礎

調査における区民の排出状況に関する回答では、ペットボトルは９割以上が資源として出

されているのに対し、容器包装プラスチック*や製品プラスチック*を資源として出してい

る区民の割合は半数程度であり、プラスチックの分別に向けた更なる周知・啓発が必要で

す。 

 一方、レジ袋の有料化などを背景に、マイバッグを持参してレジ袋をもらわない人の割

合が大きく増加したことや、コンビニエンスストア等でプラスチック製のストローやカト

ラリーをもらわない人の割合が約８割となり、プラスチックの使用を控えるライフスタイ

ルは定着しつつあります。 

 

【プラスチック排出量実績と目標値】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ごみ・資源の発生・分別について（令和７年度基礎調査アンケート）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本図表は、区民に対して実施したアンケート調査の回答結果を集計したものです。 
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（３）食品ロスの削減 

家庭での食品ロス削減に向けて、家庭用生ごみ処理機等の購入費助成や貸出、段ボール

コンポスト講座の実施などを通じた啓発に加え、未利用食品*を回収し、区内の子ども食

堂等へ提供するフードドライブ*を実施しています。基礎調査では、未利用食品を廃棄し

たことがある人の割合は減少しており、食品ロスの削減に向けた意識は向上しているとみ

られますが、令和７（2025）年度に実施した「港区ごみ排出実態調査*」（以下「排出実態

調査」という。）では、厨芥類*（生ごみ）の中に約 10％の未利用食品が含まれており、引

き続き、家庭での食品ロス削減に向けた取組が必要です。 

事業系の食品ロス削減については、食べきり協力店*登録及び表彰などによって、外食

における食品ロスを減らす取組を実施していますが、基礎調査では飲食店や宿泊施設で、

食品ロスの削減のために行っている取組が「特にない」と回答した割合が約半数となり、

事業系の食品ロス削減策の強化が求められます。 

 

【可燃ごみ中の生ごみの分類（令和７年度排出実態調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【（飲食店、宿泊施設のみ）食品廃棄物削減のために実施している取組（令和７年度基礎調査アンケート）】 
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（４）資源回収の拡大 

 区の資源回収は集積所から資源プラスチック、古紙、びん、缶、ペットボトルを回収し

ているほか、区有施設に回収ボックスを設置して使用済み小型家電製品や古着等を集める

「拠点回収*」、区のイベント等で廃食用油等を回収する「イベント回収*」、不燃ごみや粗

大ごみに含まれる金属類などの資源を選別する「ピックアップ回収*」により実施してい

ます。資源回収率は２３区でも高い割合である一方、現行計画策定当初からの資源化率*

に大きな変化はなく、基礎調査では、紙類のうち「紙パック」及び「その他再生可能紙」

が 35％程度「可燃ごみ」で排出されており、資源化が十分ではありません。排出資源回収

の拡大及び分別の徹底に向けた啓発が必要です。 

 

【ごみ・資源の発生・分別について（令和７年度基礎調査アンケート）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資源回収量（推計値） 

 
 

 

※本図表は、区民に対して実施したアンケート調査の回答結果を集計したものです。 
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（５）持続可能な集団回収制度の構築 

自主的に回収日や回収場所、回収品目を決めて、資源を家庭から持ち寄り、個々に契約

した回収業者に直接引き渡す集団回収*を行う団体（町会・自治会、PTA、マンション管理

組合など）に対して、区は、回収実績に応じた報奨金や、空き缶プレス機の貸出し等の支

援を行っています。集団回収を行う団体は増加傾向にあるものの、回収量は減少傾向にあ

り、引き続き、ライフスタイルやコミュニティの変化に対応した持続可能な集団回収制度

の構築に向けた取組が必要です。 

 
【集団回収活動団体数】 

 
 
【集団回収による資源回収量実績と目標値】 
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（６）安全･安心･便利な清掃事業の運営と収集サービスの改善 

 区の資源・ごみ収集は、新橋や六本木など繁華街を対象とした早朝収集、高齢者や障害

者、妊産婦等で構成する世帯への戸別訪問収集や粗大ごみの運び出し収集、集積所におけ

る様々なトラブルの解消や適正な分別を行うためのふれあい指導*など、きめ細かな対応

を行ってきています。一方、清掃事業を取り巻く環境は変化しており、区民の高齢化や集

積所の戸別化、リチウムイオン電池*などの小型充電式電池による火災の発生など、社会

情勢や地域特性を考慮した収集サービスを構築していく必要があります。 

 また、基礎調査において、家庭ごみ*有料化に対する区民意見は、有料化に「反対」が約

35％、「どちらかといえば有料化に反対」が約 22％となっており、不法投棄の増加などが

懸念されています。有料化については、これらの区民の意見や周辺自治体の動向を踏まえ

た、慎重な検討が必要です。 

 

【戸別（高齢者や障害者、妊産婦等の世帯）訪問収集件数】 

 

 

 

【家庭ごみ有料化に対する区民意見（令和７年度基礎調査）】 
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（７）災害等への対応力の向上 

 災害発生時に、復旧・復興の妨げとなる災害廃棄物*を円滑・迅速に処理することを目

的として、令和４（2022）年３月に「港区災害廃棄物処理基本方針」を策定しました。同

基本方針には、災害廃棄物の仮置場*の設置から、収集・運搬の流れを整理し、関係機関や

団体との連携についても規定しています。近年発生した大規模災害においても災害廃棄物

処理は大きな課題となっており、そこから得られた教訓等を踏まえて災害対策の実効性を

高めていく必要があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （災害廃棄物処理の流れ（港区災害廃棄物処理基本方針））    

（８）効果的な普及･啓発と環境学習の充実 

基礎調査における区民が区に力を入れてほしいことの回答では「ごみ減量・リサイクル

の意識啓発」（約 45％）が最も多く、「集積所の環境美化に向けた意識啓発」（約 33％）が

２番目に多い状況となっており、区に対して意識啓発への期待が高くなっています。一方

で、「利用したことがある区の取組」では「利用したことがない、知らない」が約 40％で、

区民からの自由意見においても更なる周知・啓発を求める声が多く、周知方法の工夫や参

加しやすいイベント開催が必要となっています。 

 

【区に力を入れてほしいこと（令和７年度基礎調査アンケート）】 
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第２節 今後の見通し 

港区内からのごみは地域特性から半分以上が事業系であり、事業活動の再開・活性化で

増加傾向となっていることが示されていますが、これに加えて、人口増が続く局面では、

家庭由来の排出も「底上げ」されるため、総排出量を押し下げるには、人口増を上回る  

１人当たり排出抑制と資源化の実効性が求められます。 

 

（港区人口推計（令和８年３月）） 
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第３章 現行計画改定の基本的方向性 
 

第１節 基本理念について 

近年、資源制約の深刻化や気候変動問題の進展、海洋プラスチックごみ問題への対応な

どを背景に、従来の「大量生産・大量消費・大量廃棄」を前提とした社会経済のあり方か

ら、資源を循環的に利用する持続可能な社会への転換が強く求められています。 

このような動向の中、港区においては、人口増や生活様式の変化により、廃棄物排出量

の増加や排出形態の複雑化が進んでいます。さらに、再資源化可能な資源の可燃ごみへの

混入といった排出の質に関する課題もあり、従来の取組の延長では対応が困難な状況とな

っています。 

こうした状況を踏まえ、引き続き区民・事業者・行政がそれぞれの立場に応じた責任を

果たしながら、意識改革と行動変容を伴う取組を一層推進していく必要があります。 

区民及び事業者は、自らが廃棄物の排出者であることを自覚し、排出者責任*に基づき、

発生抑制及び適正処理に主体的に取り組む必要があります。また、区は、安定的かつ適正

な廃棄物処理を確保するとともに、区民及び事業者の取組を効果的に支援し、資源循環の

推進を図ることが求められます。 

現行計画において掲げた「環境に配慮した持続可能な社会をめざして、循環型社会・低

炭素社会の形成に向けた取組を、区民・事業者とともに推進する」という基本理念は、こ

れらの社会情勢の変化を踏まえてもなお普遍的であり、本区の廃棄物行政の根幹をなすも

のです。このため、本計画においても当該理念を継承しつつ、より実効性の高い取組へと

発展させていく必要があります。なお、ゼロカーボンシティの実現に向け、「低炭素」か

ら「脱炭素」へ、表現を見直すべきです。 

 

第２節 基本方針について 

区の廃棄物処理の現状と課題を踏まえ、基本理念の具現化に向け、現行の基本方針につ

いても以下のとおり継承します。 

（１）基本方針１「区民の参画と協働による３Ｒを推進します」 

港区においては、容器包装プラスチックと製品プラスチックの一体的回収や食品ロス

削減に向けた普及啓発などの取組を展開してきました。 

一方、基礎調査及び排出実態調査からは、家庭ごみにおいて再資源化可能な資源が可

燃ごみ等に相当量混入していることが明らかとなっており、資源化率の向上に向けては

排出の質の改善が不可欠です。 

さらに、食品ロスについても一定の改善は見られるものの、依然として発生しており、

家庭や飲食店等における取組の一層の推進が必要です。 

港区は、全国と比較しても資源化率が高く、家庭から出るごみ排出量の削減について

の取組も精力的に行っている状況ですが、今後も引き続き区民一人ひとりが港区の一員

として資源循環を支える重要な担い手であることを自覚し、ごみの発生抑制を意識した

ライフスタイルへの転換や適正な分別・排出を実践することで、資源循環の推進と目標
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の達成につなげていくことが重要です。 

区は、これらの取組を支えるため、効果的な普及啓発や環境学習の充実、分かりやす

い情報提供などを通じて区民の主体的な行動を促進し、「区民の参画と協働による３Ｒ

の推進」に一層取り組んでいく必要があります。 

 

（２）基本方針２｢事業者の社会的責任に基づく廃棄物の発生抑制と資源循環を促進しま

す」 

本区におけるごみ排出量の半分以上は事業系ごみが占めており、事業活動の再開・活

性化に伴い、持込ごみ量は増加傾向にあります。また、排出実態においては、紙類が大

きな割合を占めており、資源化の余地が大きい状況です。 

これまで区は、大規模建築物に対する再利用計画書*の提出義務や立入指導等を実施

してきましたが、更なる排出抑制及び資源化の推進が求められています。 

加えて、国の制度においては、製品の設計段階から資源循環を考慮する取組が求めら

れており、飲食店を含む事業者の責任はより広範なものとなっています。 

このため、事業者は、排出者責任の原則に基づき、適正処理の徹底に加え、発生抑制、

再使用、再生利用の推進、さらにはサプライチェーン全体を通じた廃棄物削減に主体的

に取り組む必要があります。 

区は、これらの取組を促進するため、指導の充実や情報提供、インセンティブの活用

等により、事業者の自主的取組を後押しし、「事業者の社会的責任に基づく廃棄物の発

生抑制と資源循環の促進」に一層取り組んでいく必要があります。 

 

（３）基本方針３｢安全・安心な区民生活を支え続ける適正で効率的な廃棄物処理を実践

します｣ 

区はこれまで、収集業務の効率化や民間委託、収集ルートの最適化を進めるとともに、

繁華街における早朝収集や高齢者世帯への戸別訪問収集など、地域特性に応じたサービ

ス向上に取り組んできました。 

一方、区民の高齢化、集積所の戸別化、小型充電式電池等による火災リスクの増加な

ど、清掃事業を取り巻く環境は変化しています。また、大規模災害の発生時においても、

廃棄物処理を継続するための体制整備が重要な課題となっています。 

このため、区は、平常時における効率的かつ安定的な収集運搬・処理体制の確保に加

え、災害時においても迅速かつ適切な対応が可能となる体制を構築するとともに、安全

性・利便性の向上を図る必要があります。 

あわせて、資源化の徹底による処理量の削減を図り、環境負荷の低減と持続可能な廃

棄物処理の両立をめざし、「安全・安心な区民生活を支え続ける持続可能な廃棄物処理

体制の確保」に一層取り組んでいく必要があります。 
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第３節 数値目標について 

数値目標は施策や取組の成果について、達成すべき水準や方向性を具体的な数値で示し

たものであり、その進捗状況を客観的に把握し、評価や改善につなげるための基準となる

ものです。 

現状の取組が成果に結び付いているか改めて分析・評価し、施策の見直しや強化を図る

必要があります。そのうえで、計画期間の後期に向けて実現性とメリハリのある数値目標

を設定していく必要があります。 

 

第４節 重点施策の今後の取組について 

本区の資源・ごみを取り巻く状況は、事業系ごみの増加や資源化可能物の可燃ごみへの

混入、食品ロスの発生などの課題に加え、人口増や高齢化の進展等により複雑化していま

す。これらの課題に対応するためには、更なるごみの発生抑制や分別の徹底による資源循

環の質の向上と、区民及び事業者の行動変容の促進が重要です。 

また、清掃事業の安全性や利便性の確保、災害時の対応力の向上など、持続可能な廃棄

物処理体制の構築も求められます。 

以上を踏まえ、８つの重点施策について、今後の取組の方向性を提言します。 

 

（１）事業系ごみの発生抑制 

これまで区は、大規模建築物への立入検査や再利用計画書の提出指導、事業系ごみ分別

リーフレットの配布、一般廃棄物収集運搬業者への指導による適正排出の促進等を実施し

てきました。しかしながら、港区は業務・商業機能が集積する地域特性を有しており、区

内で排出されるごみの半数以上を事業系ごみが占めています。近年は事業活動の活性化や

インバウンドの回復等に伴い、ごみ量が増加傾向にあり、更なる発生抑制と資源化の推進

が必要となっています。 

今後は、排出事業者による自己処理責任の徹底に加え、紙類やプラスチック類など資源

化可能な廃棄物の分別を一層推進する必要があります。特に、大規模事業者に対しては再

利用計画書の作成だけでなく、実効性のある取組につながるよう ICT を活用した進行管

理やデータ活用を検討することが重要です。 

また、飲食店や宿泊施設、小規模事業者に対しても、食品ロス削減や資源循環に関する

情報提供を強化するとともに、好事例の共有や表彰制度の活用など、自主的な取組を促進

する仕組みづくりが求められます。さらに、繁華街における不適正排出対策についても関

係機関と連携しながら取り組んでいく必要があります。 

 

（２）プラスチックの使用抑制と資源循環 

これまで区は、海洋プラスチック問題に関する啓発を推進してきたほか、区の事務事

業及び施設管理からプラスチックを排除する「港区役所『使い捨てプラスチック』削減

方針」を定めるなど、率先した取組を進めてきました。 

一方で、資源として回収されるべきプラスチックの一部が可燃ごみとして排出されて
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いる実態も見られることから、更なる分別の徹底と資源循環の促進が必要です。今後は、

マイバッグやマイボトルなどワンウェイプラスチック*の代替となる製品を利用するラ

イフスタイルへの転換を促すとともに、リユース容器や詰め替え商品の利用促進など、

使い捨てに依存しない生活様式の定着を図ることが重要です。 

また、区民だけでなく事業者に対しても、製品やサービスの提供段階からプラスチッ

ク使用量を削減する取組を働きかけていく必要があります。特に飲食店や小売店舗、イ

ベント主催者等との連携を強化し、環境に配慮した製品やサービスの普及を推進するこ

とが求められます。 

 

（３）食品ロスの削減 

区では、食べきり協力店制度やフードドライブなど、食品ロス削減に向けて多様な施

策を展開してきました。また、コンビニエンスストアやスーパーマーケットと連携した

フードドライブの受付拠点拡充など、着実に取組が進められています。 

一方で、家庭ごみの中には依然として未利用食品が含まれているほか、飲食店や宿泊

施設等へのアンケートでは食品ロス削減に取り組んでいない事業者も多く見られます。 

今後は、家庭における「買い過ぎない」「食べ切る」といった行動の定着を図るため、

食品ロスの現状や削減効果を分かりやすく発信していくことが重要です。   

また、飲食店等の事業者に対しては、小盛メニューの導入など食べ残し削減の取組を

促進するため、優良事例や食品ロス削減に取り組むことのメリットを周知していく必要

があります。 

 

（４）資源回収の拡大 

区民のリサイクル意識は高く、これまでも資源回収品目の拡大を求める声が寄せられ

てきました。区では廃食用油回収拠点の拡充や、イベント回収、家具のリサイクル展な

ど多様な手法により資源回収機会の拡大を進めており、これらの取組を積極的に周知し

ていくべきです。 

可燃ごみや不燃ごみの中には、依然として資源化可能な紙類やプラスチック類等が混

入しており、更なる分別の徹底が必要です。 

今後は、回収品目の拡大について、回収効率や再資源化の実現性、費用対効果を十分

に検証しながら検討を進める必要があります。また、不燃ごみや粗大ごみからの資源回

収など、既存施策の高度化にも取り組むことが重要です。 

さらに、回収した資源がどのように再利用されているのかを積極的に発信し、「分別が

資源循環につながる」という実感を持てるような周知を進めることが求められます。 

 

（５）持続可能な集団回収制度の構築 

集団回収は、区民が資源を適切に分別し資源化することの効果を実感できる仕組みで

あり、希薄化が指摘される地域コミュニティを維持する機能も有していることから、長

年築き上げてきた回収システムを維持することが望まれます。区では、集団回収団体へ
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の支援に加え、古紙価格の変動に対応するための回収業者への助成を行うなど、様々な

支援を行っていますが、ライフスタイルやコミュニティの変化を的確に捉えて、効果的

な施策の実施が必要です。 

 

（６）安全･安心･便利な清掃事業の運営と収集サービスの改善 

資源・ごみの収集運搬に加えて、適正排出に向けた指導業務など、今後も区民が快適

な生活を送れるよう、港区の地域特性を踏まえた清掃事業を実施していく必要がありま

す。特に戸別訪問収集については、高齢者や障害者、子育て部門など福祉部門と連携し

てニーズを把握しながら、サービスの向上を図っていく必要があります。 

また、人口増加や集積所の分散化、気候変動による夏の猛暑など、収集業務の困難性

が増していくおそれもあり、職員の安全確保に加え、交通事故などの事故を防止するた

めの取組や職員研修が不可欠です。さらに、都内においても清掃車両や施設の火災が発

生しており、その原因となるリチウムイオン電池などの危険物の混入防止を図ることも

重要です。 

今後は、持続可能な資源・ごみの収集運搬体制構築のため、ICT や AI などのデジタル

技術の活用についても検討を要します。 

 

（７）災害等への対応力の向上 

近年の大規模災害の教訓を踏まえ、発災時においても清掃業務を安定的に継続し、区

民の衛生的な生活環境を確保するための備えの強化が必要です。災害時には大量の災害

廃棄物の発生が想定されることから、平時から協定自治体や関係団体などとの連携を進

めるとともに、発災時における収集運搬ルートの確保、仮置場の運営、大量の災害廃棄

物の処理などについて具体的な対応手順を整理し、職員の対応力向上を図ることが重要

です。 

また、区民への情報発信やごみ排出ルールの周知を充実させることで、災害時におけ

る円滑な清掃事業の運営につなげていくことが求められます。 

 

（８）効果的な普及･啓発と環境学習の充実 

区が実施している様々なごみ減量・リサイクル施策について、「知らない」「利用した

ことがない」とする区民が少なくありません。一方で、ごみ減量や環境美化に関する意

識啓発を求める声は高く、施策と区民意識の間には未だギャップが存在しています。今

後の周知・啓発は、制度やルールを伝えるだけでなく、一人ひとりの行動変容につなが

る取組を強化する必要があります。SNS や動画、デジタルサイネージなどを活用し、若い

世代にも伝わりやすい情報発信を進める必要があります。視覚的で分かりやすいコンテ

ンツへ転換し、ごみ分別や食品ロス削減の効果を「見える化」することで関心を高める

ことが重要です。 

また、幼少期から環境意識を育むため、学校や地域イベントと連携した体験型環境学

習を充実させることが求められます。子どもを通じて家庭全体の意識向上を図ることで、
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持続的な行動変容につなげることができます。さらに、区内に住む外国人や観光客に分

別や排出ルールを理解してもらうため、多言語に加えてイラストやピクトグラムを活用

した周知・啓発の検討も必要です。 

区民や事業者に「ごみを減らし資源を循環させることが港区の魅力向上につながる」

という共通認識を醸成し、地域への愛着や誇りを育む視点が求められます。 
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■用語解説 

用語 意味 

イベント回収 区のイベントなどに合わせて実施する資源回収 

仮置場 災害廃棄物を一時的に集積・保管する場所 

家庭ごみ 家庭の日常生活から排出されるごみ 

拠点回収 公共施設等に回収ボックスを設置して行う資源回収 

再利用計画書 
一定規模以上の事業用建築物に対し、廃棄物の減量・資源

化の計画を示す書類 

災害廃棄物 地震や風水害などの災害によって発生する廃棄物 

３Ｒ 
Reduce（リデュース：発生抑制）、Reuse（リユース：再使

用）、Recycle（リサイクル：再生利用）の総称 

資源化率 
資源回収量を区収集ごみ量と資源回収量の合計で除して得

られる割合 

資源効率性 
限られた資源からより多くの価値を生み出し、資源の消費

量を抑える考え方 

資源循環 
製品や資源をできるだけ長く活用し、再使用・再生利用す

ること 

事業系ごみ 事業活動に伴って排出されるごみ 

自己処理責任 事業者が自ら排出した廃棄物を適正に処理する責任 

集団回収 
町会・自治会、PTA、マンション管理組合などが自主的に行

う資源回収活動 

循環型社会 

廃棄物の発生を抑制し、発生した廃棄物については再使

用・再生利用を進めることで、天然資源の消費を抑え環境

負荷を低減する社会 

循環利用率 使用した資源のうち、再利用・再生利用された資源の割合 
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静脈分野 
廃棄物の回収、リサイクル、処理など、使用後の製品を扱

う分野 

製品プラスチック 
容器包装プラスチック以外のプラスチック使用製品のこと

（文房具、おもちゃ、バケツ、ハンガー、歯ブラシ等） 

食べきり協力店 

小盛りメニューの導入や、食べ残しを減らすための案内な

ど、食べ残し削減に向けた活動を積極的に行っている飲食

店のこと。区内には約 300 店の登録店がある。 

食品ロス 本来食べられるにもかかわらず廃棄される食品 

厨芥類（ちゅうかいる

い） 
生ごみなどの食べ残しや調理くず 

排出実態調査 
資源・ごみの組成や排出状況を把握するために実施する調

査 

排出者責任 ごみを出した者が適正に処理する責任を負うという考え方 

ピックアップ回収 粗大ごみや不燃ごみから資源を選別し回収する方法 

フードドライブ 
家庭等で余った食品を回収し、必要とする団体等へ提供す

る取組 

ふれあい指導 
清掃事務所職員が集積所の適正利用や分別方法を指導する

取組 

未利用食品 使用・消費されずに捨てられる食品 

持込ごみ 
事業者が、自ら又は一般廃棄物収集運搬業者に委託して運

搬し、処理施設に搬入する事業系ごみ 

容器包装プラスチック 

商品の容器や包装として使用されたプラスチックのこと

（食品トレイ、カップ類、プラスチック製ボトル、レジ

袋、包装フィルム等） 

リチウムイオン電池 
スマートフォンやモバイルバッテリー等に使用される充電

式電池。破損や誤排出により火災の原因となる場合がある 

ワンウェイプラスチッ

ク 
一度使用した後に廃棄される使い捨てプラスチック 

 


